






























































































( 3 )や (4)であげられている計画検討過程のなかでの課題認識の深まりや新-たな計画
案づくりに関しては、 1990年代の貝塚市や松本市で展開された地域生涯学習計画づくりの
実践経験(重層的市民参加、職員集団形成とプロジェクトチーム、ネットワーキング的調
査学習、部会討論方式、フォーラムなど)と 21世紀的課題をふまえるならば(拙著『増
補改訂版 生涯学習の教育学』北樹出版、 2014、終章)、事例はどのように評価され、今
後の課題としてどのようなことが言えるであろうか。住民と行政の「協働Jにこだわった
ことが(たとえば、既存研究検討の期間や対象の限定)、逆に、「社会教育学的視点j の見
方を狭めてしまわなかっただろうか。
なお、学校統廃合の枠を越えた地域づくりへの実践がみられた③の事例は、統廃合を議
論する協議会に公民館長も参加しているところに他の事例とは異なる特徴がある。とする
ならば、公民館・社会教育活動が統廃合問題への対応にどのような影響をおよぼしたのか、
立ち入った1今味が必要で、はなかっただろうか。
最後に、「地域づくり教育J論展開の必要性である。著者による f協働」の再定義が「地
域や自治体の課題解決に取り組んでし 1く過程j であるならば、それは「地域づくり教育j
厳密には「地域創造教育Jの展開にほかならないであろう。地域課題の理解のためには教
養形成や個人的課題学習とは異なる学習を必要とするが、さらに地域づくりのためにはそ
れに必要な国有な学びを意識的・組織的に追及しなければならない。本書では「学びJと
してとくに「偶発的(インシデンタノレ)学習Jと「インフォーマルな学習j の重要性が強
調されているが、地域づくり教育はこれらを関連づけ、構造化し、地域住民と教育実践者
の協同による独自の実践の創造によって、過程志向的に発展させていく「不定型的教育
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(Non-Formal Education)Jにこそ独自性がある(拙著『生涯学習の構造化』北樹出版、
2001、など)。
こうした視点から言うならば評者は、住民と行政の「実質的協働Jの実現は著者が示し
た4つの分析視角=方策だけでは不十分であり、地域づくり=学校づくりの協同実践その
もの、および住民参画の地域社会発展計画づくりをとおして進むのではなし 1かと考えてい
る。著者が取り上げた事例はいずれも行政側から学校統廃合計画(④の場合は、最初は明
示的で、なかった)が提示された後の対応の中で「協{場~Jが課題となるという枠内で検討し
たために、分析視角が限定されてしまったのではなかろうか。
地域づくり教育の理解は、統慶合後の「新しい学校」づくりや廃校跡を拠点とした地域
づくり実践を批判的・創造的に検討していく際の視点にもつながっている。著者の地域づ
くり教育論の、今後の発展に期待したい。
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